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  図 1 は，国立社会保障・人口問題研究所による「日本の将来推計人口」（平成 18 年 12 月推計）に基づく，
今後のわが国の少子・高齢化である．2005 年には人口 1 億 2777 万人，このうち 15～64 歳の生産年齢人口，す
なわちいわゆる「現役世代」は 8422 万人，65 歳以上の高齢者の数は 2576 万人であった。現役世代と高齢者の
人口比は 3.3 対 1 である．2030 年になると人口が 1 億 1522 万人に減少するなかで，現役世代は 6740 万人，
高齢者が 3667 万人へと変化する．人口は減少するが，これはもっぱら現役世代と子供の減少（それぞれ 1702
万人および 643 万人減少）によるのであり，高齢者は逆に 1091 万人増大する．この結果，現役世代と高齢者の
人口比は 1.8 対 1 となる．さらに今世紀の中葉 2055 年になると，日本の人口は 8993 万人と 9000 万人を切り，
現役世代，高齢者の人口はそれぞれ 4595 万人，3646 万人となる．現役世代と高齢者の人口比は 1.3 対 1 であ
る．21 世紀の前半およそ半世紀の間に日本の人口は 1 億 3000 万人弱から 9000 万人を下回る水準まで 3800





















人口の増加は経済成長にプラスの影響を与える．Solow  [1956]による新古典派成長理論――1980 年代









はそれぞれ日本とフランスについて 1870 年から 1994 年まで 125 年間に人口と経済成長率がどのように








のに対して戦後は 7％とまったく異なる（表 1） ．こうしたことからも経済成長率が決して人口増加率に
規定されるものではない，ということがわかるはずである． 
さて，経済成長率すなわち GDP の成長率が人口成長率より高ければ，一人当たりの GDP が上昇する．
これを日仏それぞれについてみたのが図 2，3(c)である．第二次大戦直後には（フランスの場合は第一










       出所：Maddison[1995]より算出     
          図 2 、 図 3 も同じ 
日本 フランス
期間 GDP 人口 一人当た
りGDP GDP 人口 一人当た
りGDP
1885-1994 4.1 1.1 3.0 2.3 0.3 2.0
1885-1945 1.9 1.1 0.8 0.3 0.0 0.3
1950-1990 6.9 1.0 5.9 3.9 0.8 3.1 
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【図 2：日本の人口と GDP】 






















































































































【図 3：フランスの人口と GDP】 































































































































を高め，一人当たり GDP を上昇させる最も重要な要因なのである． 
「技術進歩」は「イノベーション」と呼んでもよいが，問題はその内容である．技術進歩，イノベー
ション，そのいずれも生産性を上昇させるが， 「生産性を上昇させる」と言ったとたんに今日のわが国で
は大きな誤解が生じるようである． 企業の生産水準・アウトプットを Y， 労働インプットを L としよう．
労働生産性は Y/L で表される．生産性を上昇させるためには，リストラにより労働インプットを節約し
なければならない．すなわち生産に投入している L を減少することにより Y/L は上昇すると考えている













































    出所：吉川[1992] 
 












                                                   出所：吉川[1992] 





























経済成長を支える最も重要なファクターなのである(Aoki and Yoshikawa[2002, 2007])． 




やサービス（その多くは付加価値が高い）の登場を通して実現されてきたのである（図 7） ． 
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